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人事部が押さえるべき
社内コミュニケーションのポイント

実務解説

本誌特別調査

令和7年度施行
労働関係・社会保険改正の
チェックポイント
（上・労働関係編）

実務解説

2026年卒採用の傾向と対策
実務解説 

立ち小便は職場の風紀を乱し重要な取引に悪影響を及ぼす可能性がある行為だとしても、それだけで普通解雇事由があるとは直ちには認められない
（LNJ東京事件　東京地裁　令6.10.4判決）

労働判例

●採用面接で機微な情報についてどこまで質問できるか
●採用時における身元保証人代行サービスの利用を禁止してもよいか
●休日出勤日の翌月に振替休日を取得する場合でも、当月の割増賃金の支払いは必要か
●いったん取得した年次有給休暇を無給の介護休暇に振り替えることはできるか
●人手不足を理由に、雇入れ時に合意していない業務内容を社員に指示することは問題か
●就業時間中に事業所外のコンビニへ行くことを禁止し、賃金控除や懲戒処分をすることは可能か
●「自爆営業」などの無理な営業活動を防止するために、人事部門としてどのような対策を講じるべきか
●顧客に個人のスマートフォンの連絡先を教えたことで、夜間や休日でも応答せざるを得なくなった社員への対応

相談室Q&A

社内イベント、
社内コミュニケーションに
関するアンケート
 （労務行政研究所）
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